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答   申  

 

審査請求人 （以下 「請求人」 という 。 ）が提起 した地 方税法（以

下「法」という。）３４２条１項の規定に基づく固定資産税賦課処分

に係る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり

答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分

庁」という。）が、請求人に対し、令和元年６月３日付けで行っ

た物件目録（別紙１）記載の各償却資産（以下併せて「本件各資

産」という。）に係る平成３１年度の固定資産税賦課処分（以下

「本件 処分 」と い う。 内 容は 、処 分 目録（ 別紙 ２） 記 載のと お

り。）について、その取消しを求めるものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下のことから、本件処分の違法性・不当

性を主張している。  

賃貸部分と自宅部分の併用住宅については登記書類等公的に証

明する書類があれば、按分すべきであるし、適正な価格とは業者

の見積を丸写しする事でなく、自前で積算し価格を決めるべきで

ある（土地建物と同様に）。  

したがって、本件処分は、違法・不当である。  
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第４  審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項

の規定を適用して棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和  ２年  ７月２７日  諮問  

令和  ２年１０月１３日  審議（第４８回第１部会）  

令和  ２年１１月  ２日  審議（第４９回第１部会）  

令和  ２年１２月２２日  審議（第５０回第１部会）  

令和  ３年  １月２１日  審議（第５１回第１部会）  

令和  ３年  ２月２６日  審議（第５２回第１部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

(1) 償却資産の意義  

法 ３４ １ 条 の 規 定 は 、固 定 資 産 税 に つ いて 、 同 条 各 号 に掲

げる用語の意義を当該各号にそれぞれ定めているところ、１号

において、「固定資産」とは、土地、家屋及び償却資産を総称

するものと定め、４号において、「償却資産」について、「土

地及 び 家屋 以外 の 事業 の 用に 供す る こと が でき る資 産 （鉱 業

権、漁業権、特許権その他の無形減価償却資産を除く。）でそ

の減価償却額又は減価償却費が法人税法又は所得税法の規定に

よる所得の計算上損金又は必要な経費に算入されるもののうち
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その取得価額が少額である資産その他の政令で定める資産以外

のもの（これに類する資産で法人税又は所得税を課されない者

が所有するものを含む。）をいう。ただし、自動車税の課税客

体である自動車並びに軽自動車税の課税客体である原動機付自

転車、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を除く

ものとする。」と定めている。  

(2) 固定資産税の納税義務者  

法 ３４ ３ 条 １ 項 の 規 定に よ れ ば 、 固 定 資産 税 は 、 固 定 資産

の所有者に課するものとされるが、同条３項によれば、１項の

所有者とは、償却資産については、償却資産課税台帳に所有者

と記載されているものをいうとされている。  

(3) 固定資産税の賦課期日  

法 ３５ ９ 条 の 規 定 に よれ ば 、 固 定 資 産 税の 賦 課 期 日 は 、当

該年度の初日の属する年の１月１日とするとされている。  

(4) 償却資産に係る固定資産税の課税標準  

法 ３４ ９ 条 の ２ の 規 定に よ れ ば 、 償 却 資産 に 対 し て 課 する

固定資産税の課税標準は、賦課期日における当該償却資産の価

格で償却資産課税台帳に登録されたものとされている。  

(5) 固定資産課税台帳  

法 ３８ ０ 条 １ 項 の 規 定に よ れ ば 、 市 町 村（ 特 別 区 の 存 する

区域においては、都。以下同じ。）は、固定資産の状況及び固

定資 産 税の 課税 標 準で あ る固 定資 産 の価 格 を明 らか に する た

め、固定資産課税台帳を備えなければならないとされている。  

な お、 「 固 定 資 産 課 税台 帳 」 と は 、 土 地課 税 台 帳 、 土 地補

充課税台帳、家屋課税台帳、家屋補充課税台帳及び償却資産課

税台帳を総称するものである（法３４１条９号）。  

(6) 償却資産の申告と登録  

法 ３８ ３ 条 の 規 定 に よれ ば 、 固 定 資 産 税の 納 税 義 務 が ある
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償却資産の所有者は、総務省令の定めるところによって、毎年

１月 １ 日現 在に お ける 当 該償 却資 産 につ い て、 その 所 在、 種

類、数量、取得時期、取得価額、耐用年数、見積価額その他償

却資産課税台帳の登録及び当該償却資産の価格の決定に必要な

事項を１月３１日までに都知事に申告しなければならないとさ

れている。  

ま た、 法 ３ ８ １ 条 ５ 項に よ れ ば 、 都 知 事は 、 総 務 省 令 で定

めるところにより、償却資産課税台帳に償却資産の所有者の住

所及び氏名又は名称並びにその所在、種類、数量及び価格を登

録しなければならないとされている。  

  (7) 固定資産の価格等の決定及び登録  

法 ４１ ０ 条 １ 項 に よ れば 、 都 知 事 は 、 固定 資 産 の 価 格 等を

毎年３月３１日までに決定しなければならないとされている。

そして、法４１１条１項によれば、法４１０条１項の規定によ

って固定資産の価格等を決定した場合においては、直ちに当該

固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録しなければならな

いとされている。  

  (8) 償却資産の評価  

    固定資産評価基準（昭和３８年１２月２５日付自治省告示第

１５８号。以下「評価基準」という。）第３章・第１節・一に

よれば、償却資産の評価は、前年中に取得された償却資産にあ

っては当該償却資産の取得価額を、前年前に取得された償却資

産にあっては当該償却資産の前年度の評価額を基準とし、当該

償却資産の耐用年数に応ずる減価を考慮してその価額を求める

方法によるものとされている。そして、同五によれば、償却資

産の取得価額とは、償却資産を取得するためにその取得時にお

いて通常支出すべき金額をいうものとし、原則として、他から

購入した償却資産にあってはその購入の代価に、自己の建設、
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製作、製造等に係る償却資産にあってはその建設、製作、製造

等のための原材料費、労務費及び経費の額に当該償却資産の付

帯費の額を含めた金額によるものとされている。  

    また、固定資産税は固定資産価格を課税標準とするものであ

り、その価格は評価基準に基づきその取得価額を基礎として評

価されるので、一つの償却資産を課税される部分と課税されな

い部分に区分して取り扱うことはできない（固定資産税務研究

会監修「市町村事務要覧税務編 (３ )固定資産税」３９７頁及び

３９８頁参照）とされている。  

(9) 固定資産税の税率  

法 ３５ ０ 条 の 規 定 に よれ ば 、 固 定 資 産 税の 標 準 税 率 は １０

０分の１．４とされている。  

ま た、 東 京 都 都 税 条 例（ 昭 和 ２ ５ 年 東 京都 条 例 第 ５ ６ 号 。

以下「条例」という。）１２２条は、固定資産税の税率を１０

０分の１．４と定めている。  

(10) 固定資産税の徴収の方法  

法 ３６ ４ 条 １ 項 の 規 定に よ れ ば 、 固 定 資産 税 の 徴 収 に つい

ては、普通徴収（徴税吏員が納税通知書を当該納税者に交付す

ることによって地方税を徴収すること。法１条１項７号）の方

法によるものとされている。  

(11) 固定資産評価審査委員会  

  法４３２条１項の規定によれば、固定資産税の納税者は、そ

の納付すべき当該年度の固定資産税に係る固定資産について固

定資産課税台帳の登録事項（法３８１条１項）について不服が

ある場合、所定の期間内に固定資産評価審査委員会に審査の申

出をすることができるとされ、同条３項は、固定資産税の賦課

についての審査請求においては、同条１項の規定により審査を

申し出ることができる事項についての不服を、当該固定資産税
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の賦課についての不服の理由とすることができないとされてい

る。  

２  以上を前提に、本件処分について検討する。  

本件各資産は、請求人を所有者として、平成３１年度の償却資

産課税台帳に、都知事が定めた価格等が登録されている償却資産

であることから、本件処分は、処分庁が、これらの登録事項を基

に、平成３１年度の固定資産税に係る賦課処分を行ったものであ

ることが認められる。  

そして、本件処分における税額の算定については、処分庁が、

償却資産課税台帳に登録された平成３１年度に係る本件各資産の

価格に基づき、法２０条の４の２第１項の規定（課税標準額の計

算にお いて は千 円 未満の 端数 金額 は 切り捨 てる こと を 定めて い

る。）を適用して、処分目録（別紙２）記載の課税標準額に前記

１・ (9)の規定による税率（１００分の１．４）を乗じた上、法

２０条の４の２第３項の規定（地方税の確定金額の百円未満の端

数金額は切り捨てることを定めている。）を適用して、平成３１

年度に係る税額を定めたものであることが認められる。  

そうすると、本件処分は、前記１の法令等の定めに則ったもの

であり、違法・不当なものではないものと認められる。  

３  請求人の主張について  

(1) 請求人は、上記第３のとおり、賃貸部分と自宅部分の併用住

宅については登記書類等公的に証明する書類があれば、按分す

べきである旨主張する。しかし、法令等において、一つの償却

資産が事業用と自家用に併用されている場合に、按分して税額

を算出するような規定はない（１・ (8)）。  

請 求人 は 、 冷 暖 房 工 事（ 別 紙 １ ・ ２ ） につ い て は 、 従 前よ

り賃貸分のみ課税されてきた、屋外給水工事（別紙１・３）も

按分した金額で固定資産税を課税すべきと主張しているが、冷
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暖房工事は、賃貸の用に供されている台数分のエアコンを記載

したものであるところ、工事明細書の内訳上、自宅用・賃貸用

のエアコン台数が別々に記載されていたこと、エアコンが壁掛

け型であり、一台ごとに一つの償却資産として評価することが

可能であることから、賃貸用に供されている台数分について課

税しているものである。一方、屋外給水工事は、水道本管から

１本の引込管で本件建物に引き込んだ上で、７部屋それぞれに

設置されたメーターボックスの手前で分岐するように配管され

ており、一体の工事として施されたものであるため、一部を切

り離して評価することはできない。その他の本件各償却資産に

ついても、それぞれが一体の工事として施された一つの償却資

産であるところ、一つの償却資産の一部だけに対し課税するこ

とはできない（１・ (8)）。  

    したがって、請求人の主張には理由がない。  

(2) また、請求人は、上記第３のとおり、適正な価格とは業者の

見積を丸写しする事でなく、自前で積算し価格を決めるべきで

あるとして、償却資産の評価についても、土地・家屋と同様に

処分庁が積算すべきであると主張する。  

し かし 、 請 求 人 の 主 張は 、 固 定 資 産 課 税台 帳 に 登 録 さ れた

価格についての不服であり、固定資産評価審査委員会に審査の

申出をすることができる事項であって、本件審査請求における

不服の理由とすることはできないものである（１・ (11)）。  

し たが っ て 、 請 求 人 の主 張 を 本 件 処 分 の取 消 理 由 と す るこ

とはできない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点はない。  

 

以上のとお り、審 査会として 、審理 員が行った 審理手 続の適正性
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や法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも

適正に行われているものと判断する。  

 よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

髙橋滋、千代田有子、川合敏樹  

 

別紙１及び別紙２（略）  


